













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(19)山中・前掲(完) 55 頁~56 頁。
(20)民法(債権関係)の改正にかかわる試案のたたき台(3125員以下参照。
(21)山中・前掲(完) 58 頁~59 頁。
(22)同旨、山中・前掲(完)58頁。
(23)飯島・前掲(都立大)135頁。




































































































































































































































































































































































































































(5) ~t Jl I .前掲 187頁。
(6)奥田昌道・債権総論(r.)(筑摩著書房・ 1982年)24頁、平井宣雄・債権総論(第二版)(弘
















(民法 169 条~174 条)。その消滅は起算日(民法 144 条)である「権利を行使す
ることができる時」民法166条1項)に遡及するとしている。このような消滅時
効により債権が消滅した場合、当該債権の発牛J京肉である契約自体が終了するか否
かは、債権が弁済等債権消滅事白により消滅した場合と異なるところはない。現行
民法典における債権法の規律は、前述したように、債権ないし契約債権関係発生原
因から遮断された抽象的概念としての債権合基に据えて規律しているとの観点に
立ってみると、片務契約では一方の債権が時効により消滅した場合、双務契約では
双方の債権が時効により消滅した場合は、契約により発生した債権ないし契約債権
関係は消滅するが、そのことによって契約自体が終わることはないということにな
る。契約自体は当該債権ないし契約債権関係が発生した時点で目的を達成して消
滅しているとして規律するのが妥内ということになる。なお、債権時効によって債
権ないし契約債権関係が消滅する時期は、債権消滅事由により消滅する場合と異な
り、起算点に遡及するとされている。このことから、未履1J債権は起算点に遡って
消i成していたことになる。
民法(債権関係)の改正では、契約債権は原則として、債権者が権利を行使する
ことができることを知った時から 5年間(改正条文166条l項1号)、あるいは権
利を行使することができる時から 10年間(改正条文166条1項2号)行使しない
ときは消滅するとしている。また、職業別の短期消滅時効は削除している(要綱案
第7、3)。ただ、債権時効による債権の消滅と契約の終わり方の規律との関係につ
いては言及していない。このことから、現行民法典におけると同様、解釈に委ねら
れている O そこで、現行民法と同様に債権ないし契約債権関係が消滅するだけで契
約の終了に係わるものではないと解してよいか問題である。民法(債権関係)の改
正では、契約債権法の規律にあたっては、現行民法典と異なり、契約向体を基礎に
据えて規律しているところに特色がある (1)があるとする。このことから契約債権
法の規律構造は契約利益実現規律=i債権機構」規律という ー元的規律関係にあ
り、「契約は守られなければならない」という「規範的拘束力」により契約利益の
34 
私法規律の構造3(伊藤)
実現が保障されているものとして規律されているとすると、「債権機構」が「権利
のよに眠る者を保護せず」として時効により消滅することによって、契約利益の実
現を保障していた「契約の拘束力」から解放され、契約は消滅するとして規律する
のが妥内といえる。このことによる効果内容としては、未履行債務は起算点に遡及
して消滅していたとして規律することについては異論はないと思われる。
注
(1)奥田昌道「インタピュー・債権関係規定の見直し一要綱仮案を読んで」法律時報86巻 12
号11頁(奥田発言)。
(明治大学名脊教授)
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